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企画総務部　総合政策課
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第４次朝来市行財政改革実施計画

（令和４年度～令和８年度）

令和６年度進捗状況調



1 市税収納率の向上 税務課

2 債権の適正管理 税務課 関係課

3 使用料・手数料の適正化 総合政策課・財務課 関係課

4 キャッシュレス決済の充実 会計課 関係課

5 ふるさと納税の推進 経済振興課

6 企業版ふるさと納税の推進 経済振興課 総合政策課

7 公有財産の有効活用 総合政策課・財務課 関係課

8 有料広告制度の充実 秘書広報課・財務課 経済振興課・関係課

9 第3次総合計画の進行管理 総合政策課

10 行政評価の実施 総合政策課 関係課

11 補助金等の適正化 総合政策課 関係課

12 BPR（業務改革）の推進 総合政策課 関係課

13 既存事業の見直し 総合政策課 関係課

14 公共施設再配置の推進 総合政策課・財務課 関係課

15 分権型社会システムの推進 市民協働課 関係課

16 デジタル化によるBPR（業務改革）の推進 総合政策課 関係課

17 業務システムの効率的な運用 総合政策課 関係課

18 文書管理の効率化 総務課 財務課

19 行政手続きのオンライン化の推進 総合政策課 関係課

20 オープンデータの推進 総合政策課 関係課

21 財政構造分析に基づく計画的な財政運営 財務課

22 地方債残高の縮減 財務課

23 企業会計の健全運営 上下水道課 財務課

24 職員の人材育成 総務課

25 適正な人事評価の実施 総務課

26 組織の最適化 総務課

27 定員適正化計画に基づく定員管理 総務課

28 働き方改革の推進 総務課 財務課

29 業務支援体制の充実 総務課

基本方針3 職員の育成と組織力の強化

第4次朝来市行財政改革　体系図（目次）

行革目的 持続可能な行財政運営のもとで市民福祉の増進を図り、第3次朝来市総合計画で掲げる「人と人がつながり　幸せが循環するまち」の実現を目指す

基本方針1 歳入確保の推進 主担当課 担当課取組項目
取組
番号

基本方針2 歳出の効果的かつ効率的な実行

（1） 既存歳入の確保

（2）

健全な財政運営（3）

（2）

（1）
社会経済情勢の変化に対応した
職員人材育成

最適な行政サービスを提供できる
組織体制の構築

新たな歳入の確保

既存事業の適正化（1）

（2） デジタル化の推進



基本方針1　歳入確保の推進

（1）既存歳入の確保

取組番号 1 主担当課 税務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

市税収納率(現+滞) 94.03% 93.85% 95.50%

滞納者数(人) 1,761人 1,549人 1,000人

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

収納対策の実施

毎年度

滞納整理方法の見直し

随時

取組結果

・預金調査を電子化し
2,731件実施。
・金額帯毎の2名体制に
変更し、91件762万円の
滞納処分を執行。
・市内外滞納者への催
告文書強化。
・徴収専門員による訪
問及び訪問箋投函の強
化。

・預金調査を電子化し
10,251件実施。
・滞納処分125件、
1,737万円を執行。
・連絡不通の市外滞納
者訪問し、納付誓及び
分納開始。
・徴収専門員による訪
問及び訪問箋投函の継
続により、相談・完納
あり。

・9月から現年催告を
745件実施
・預金調査を36,467件
実施
・滞納処分164件、927
万円を執行
・連絡不通の市外滞納
者訪問し、納付誓及び
分納開始
・徴収専門員による訪
問及び訪問箋投函の継
続により、相談・完納
あり

94.98% 95.01% 95.06%

1,214人 1,141人 1,058人

累計効果額

162,579

実績効果額の
考え方

課題

・長期及び高額滞納
者の未納が収納率に
影響を与えている。
・納税義務者が死亡
した際の、相続人調
査の増加。
・業務の自動化の検
討（RPAの導入
等）。

・長期及び高額滞納
者の未納解消に適正
な処分が必要であ
る。
・被相続人の相続人
調査件数及び相続放
棄の増加による調査
対象の拡大。
・R7の標準化システ
ムの情報収集を要
す。

・長期及び高額滞納
者の未納解消に適正
な処分が必要であ
る。
・被相続人の相続人
調査件数及び相続放
棄の増加による調査
対象の拡大。
・標準化システムは
R10に延期、引き続
き情報収集を行う。

課題への対応

・高額滞納者の解決
に注力する。その
際、複数で取り組む
ことで知識の承継も
兼ねる。
・課税の係と相続人
調査のマニュアルを
一元化し、業務の効
率化を図る。

・丹波市併任人事で
得られる知識、技術
を実践し、高額滞納
者の解消を図る。
・R6の相続人管理シ
ステム導入で、継承
状況を管理し、相続
人へ通知していく。

・丹波市と定期検討
会を行い、取り入れ
た手法を実践してい
く。
・課内での情報共有
を徹底し、機会を逃
さない対応をしてい
く。

　R6進捗状況ヒアリング

・R4からオンライン調査が可能となり、預金調査がに係る時間が大幅に削減された。
　→滞納者数の減少につながっている。

・標準化システムについて（導入時期の変更）
　→丹波市及びたつの市が来年度までに導入することもあり、それらも踏まえ研究を進める。

・納税力のない滞納者に関する執行停止のかけ方

・丹波市との連携
→丹波市はスキルを持つ係長級以上が多いため、丹波市の業務に同行する機会等を通じて、朝来市職員のスキル向上を目指
している。

令和3年度調定額×（各年度収納率－令和2年度収納率）
（キャッシュレス決済の充実に伴うコストも含める）

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 52,490 56,20653,883

市税収納率の向上

電話・文書等による早期納付の勧奨により、現年度課税分の徴収強化を図る。
滞納処分の執行又は停止により、滞納繰越分の圧縮を図る。
収納率の向上に向け、滞納整理方法の見直し(完納への誘導)を行う。

指標

設定根拠

毎年度0.1%程度上昇

前年度比7%程度減



基本方針1　歳入確保の推進

（1）既存歳入の確保

取組番号 2 主担当課 税務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

税外債権収入未済額 350,883,296円 355,311,825円 312,828,140円

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

収納対策の実施

毎年度

債権管理研修の実施

毎年度

適正な不納欠損の実施

毎年度

滞納整理方法の見直し

随時

取組結果

・補助金交付の滞納
照会時に滞納となっ
ていた債権について
面談ができ納付に繋
がった。
・現状と結果を説明
することで納税意識
が高まり納付に繋
がった。

・税外債権にも税務
課徴収専門員を活用
し自宅訪問や訪問箋
の投函等を担い、業
務改善ができた。
・適正な不納欠損処
理を行った。
　

・新任の担当者に、
債権の考え方や管理
について研修を開催
し、周知できた。
・適正な不納欠損処
理を行った。
　

318,138,202円 301,417,389円 292,461,251円

累計効果額

41,256

実績効果額の
考え方

課題

・私債権、公債権の
取扱いについて、他
課の担当者への周知
と情報提供。
・徴収に関する技術
やノウハウの継承。

・新規債権担当者の
徴収に関する情報提
供の時期及び方法。
・債権ごとに徴収に
関する技術のノウハ
ウの継承が必要。

・新任の税外債権担
当者への徴収に関す
る手順と情報提供を
早い時期に周知。
・債権ごとに徴収に
関する技術のノウハ
ウの継承が必要。

課題への対応

・債権担当者への基
本的な徴収に関する
研修実施。
・必要に応じて他課
への照会を行う。

・債権の新旧担当者
間で的確に引継ぎす
る仕組みづくり。
・公私債権ごとに徴
収技術共有及び情報
交換の場を設ける。

・債権の新旧担当者
間で的確に引継ぎす
る仕組みづくり。
・公私債権ごとに徴
収技術共有及び情報
交換の場を設ける。

　R6進捗状況ヒアリング

・私債権については公的手続きが難航

・課ごとに分析が必要

・部署間や管理者の引継ぎや研修が重要で、知識共有を行う。

・新任者の研修プログラムを充実させる

税外債権収入未済額の減少額
　前年度収入未済額－当該年度収入未済額
（キャッシュレス決済の充実に伴うコストも含める）

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 15,579 16,721 8,956

関係課

債権の適正管理

法令・債権管理の指針等に基づいた適正な債権管理の徹底を図る。
債権管理条例等に基づく適正な不納欠損処理を行う。
適正な債権管理に向け、滞納整理方法の見直しを行う。

指標

設定根拠

毎年度2.1%程度減少



基本方針1　歳入確保の推進

（1）既存歳入の確保

取組番号 3 主担当課 総合政策課・財務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

使用料見直し件数（累計） ― ― 105件
手数料見直し件数（累計） ― ― 36件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

第3次行財政改革による見直し結果に基づく対応

使用料・手数料の見直し

随時

取組結果

・関係各課とのヒア
リング等を通じて見
直し検討を進め、行
財政改革推進委員会
に諮った上で改正案
を決定した。

・関係各課と調整し
た上で改正にかかる
整備条例及び個別条
例を議会に提案し可
決された。
・改正条例可決後、
利用者等へ周知徹底
を図った。

・新生野庁舎整備
に伴い、生野老人
福祉センターの使
用料を改正した。

0件 120件 121件

0件 39件 39件

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・多くの市民に影響
を及ぼす可能性があ
る取組のため、慎重
に検討を進める。

・令和6年4月施行後
の利用実態等を把握
する必要がある。

・施設の維持管理等
に要する経費や市民
ニーズ等の変化を的
確に把握する必要が
ある。

課題への対応

・各施設所管課にお
いて算定の考え方や
根拠等を明らかに
し、市民への説明責
任を果たすととも
に、できるだけ早期
に周知する。

・施設の維持管理等
に要する経費や市民
ニーズ等の変化を踏
まえて、令和15年度
頃に見直しを検討す
る。
・必要に応じて、各
担当課において随時
見直しを検討する。

・施設の維持管理等
に要する経費や市民
ニーズ等の変化を踏
まえて、令和15年度
頃に見直しを検討す
る。
・必要に応じて、各
担当課において随時
見直しを検討する。

　R6進捗状況ヒアリング

・公共施設の利用者数が減少している中で、施設使用料の適正化を行う必要がる。
→使用者負担を均等化するための措置であり、利用減少を招くことが目的。
→使用料の引き上げによって利用者減少が懸念されることから、利用者の誘導も考慮すべき。

関係課

使用料・手数料の適正化

公共施設の使用料及び行政サービスにかかる手数料について、受益者負担の公平性、算定方法の明確化及び
減免対象の明確化を定める使用料・手数料算定の基本方針に基づき、使用料・手数料の見直しを行い、適正
な受益者負担を求めながら持続可能な施設の維持管理等の財源及び行政サービスを確保する。

指標

設定根拠

全使用料数

全手数料数

使用料・手数料の令和2年度決算額と各年度決算額の比較

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 0 00



基本方針1　歳入確保の推進

（1）既存歳入の確保

取組番号 4 主担当課 会計課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

キャッシュレス収納率 ― 80.24% 80.30%

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

口座振替の推奨

随時

収納方法の調査・導入手法の検討

新たな決済手法の実施

取組結果

・税等収納担当課、
収納代理金融機関に
対して口座振替の推
奨について依頼し
た。
・口座振替取扱事務
のDX化についてデジ
タル戦略課と連携し
検討した。

・市税等の新たな収
納方法についての取
り組み予定調査を実
施した。

デジタル戦略課と
連携し、各種証明
書手数料の窓口支
払におけるキャッ
シュレス化を行っ
た。

79.59% 81.7% 66.6%

（従前）82.6%

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・口座振替取扱事務
のDX化については、
基幹システム、金融
機関システムとの連
携が必要であり、業
者委託等も含め検討
する必要がある。

・キャッシュレス決
済の導入は、関係各
課との調整や、収納
科目の調整などの課
題がある。

・市税等は概ね
キャッシュレスでの
納付が浸透している
が、その他の徴収金
に関しては、現金で
の取り扱いとなって
いるものが多い。

課題への対応

・導入自治体を参考
にしながら、引き続
き、デジタル戦略課
と十分連携を図り検
討する。

・関係各課と連携を
取りながら、キャッ
シュレス決済の導入
に向け検討を行う。

年度末に、各種証明
書のキャッシュレス
化を図ったが、その
ほかの関係課とも協
議し、対象科目の増
加にむけ検討する。

　R6進捗状況ヒアリング

・キャッシュレス化の目的
→市民の利便性向上を図るとともに、税収納率の高まりや既存歳入の確保にも繋がる。

・キャッシュレス化とは
→市役所の窓口以外で支払える場所が増える。職員が現金を触らない。
　支払う手段の多様化＝「キャッシュレス決裁の充実」

・実績指標には「コンビニで現金払いした件数」が入っている。
　→市役所としてのキャッシュレスは達成している認識。

・各種保険料等（市税以外）に関しては、特別徴収（年金天引き）以外では納付書払い（現金）が主流。

【1】市税収納率の向上と【2】債権の適正管理で計上
（キャッシュレス決済の充実に伴うコストも含める）

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円）

― ― ―

関係課

キャッシュレス決済の充実

市税等の市の徴収金における多様な支払方法を充実させ、市民の利便性の向上を図る。
金融機関口座からの自動引落（口座振替）のさらなる普及促進を図る。
クレジット決済及び電子マネー決済等の導入を検討し、実施に向けた取組を進める。

指標

設定根拠

毎年度0.02%上昇



基本方針1　歳入確保の推進

（2）新たな歳入の確保

取組番号 5 主担当課 経済振興課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

ふるさと寄附件数 19,262件 21,809件 22,000件

返礼品数 169品 346品 350品

返礼品の生産者数 47人 73人 80人

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

PRの強化

随時

市内生産者・事業者と連携した新たな事業展開の取組（新返礼品開発等）

随時

ガバメントクラウドファンディング活用の検討・実施

随時

取組結果

・ポータルサイト管
理を代行業者に委託
し、業務効率化を
図った。
・新規返礼品や事業
者開拓を積極的に進
めた。
・寄附件数と寄附額
いずれも減少した。

・ポータルサイトの
運用形態を見直し、
各サイトを最適に運
用できるよう改善し
た。
・寄附件数と寄附金
額が回復した。

・ポータルサイトの
運用形態を見直し、
各サイトを最適に運
用できるよう改善し
た。
・人気返礼品の創出
に成功した。
・過去最高の寄附件
数・金額を記録し
た。

13,901件 19,042件 28,949件

534品 559品 630品

83人 88人 98人

累計効果額

769,635

実績効果額の
考え方

課題

・返礼品数・生産者
数は大きく増加した
が、寄附件数・金額
とも減少している。
今後は今ある返礼品
等のコンテンツ強化
と、親切丁寧な対応
を見つめ直す必要が
ある。

・ポータルサイト
「ふるさとチョイ
ス」は運用改善によ
り大きく寄附が回復
した。一方、「楽
天・ふるなび等」か
らの寄附はまだ低迷
している。

・ポータルサイトの
運用改善により寄附
は増加傾向である。
しかし、現状の寄附
受入額のほとんどは
牛肉返礼品が占めて
おり、次なる人気返
礼品の開拓が必要で
ある。

課題への対応

・ポータルサイト一
括委託から、直営の
実績が最も高かった
「ふるさとチョイ
ス」を切り離し、コ
ンテンツ強化を図る
とともに、寄附者満
足度向上や新たな取
組創出を目指す。

・「楽天・ふるなび
等」のページ制作を
専門業者に委託する
とともに、市内生産
者・事業者との連携
を強化することで、
寄附額増とまちのプ
ロモーション推進に
つなげる。

・牛肉に次ぐ人気返
礼品は米である。
従って、返礼品事業
者や米農家の方々と
対話を重ね、新規返
礼品の開発に着手
し、寄附額増と、朝
来市産米ＰＲを図
る。

　R6進捗状況ヒアリング

・現状多額納税者ほど得をする制度となっており、地域を支える本来の趣旨とは異なっている。

・今後も同じ歳入が維持できる保証はなく、国の制度が変わる可能性もある。
→継続的な財源と見るのは危険。適正ラインを守る必要がある。
→社会情勢の影響が大きく反映されるため、行政の努力だけではどうしようもないところがある。
「減ること＝努力不足」と思われかねない。

・生活必需品が選ばれている傾向がある。・現状牛肉が返礼品の８割を占めている。
・米は１割程度。　　　　　　　　　　　・単価に左右される。

・ふるさと納税以外の取り組みを進める必要がある。

各年度におけるふるさと創生基金積立金の額（＝寄附額から事務費を控除した額）

ふるさと納税の推進

市ホームページや民間WEBサイト等を活用してPRを強化するとともに、市の認知度向上も図る。
市場ニーズを的確に把握しつつ、市内生産者・事業者との連携を強化しながら事業を推進する。
ガバメントクラウドファンディングの活用を検討し、実施に向けた取組を進める。
※ガバメントクラウドファンディング
　具体的な事業やプロジェクトを示し、共感者から寄附を募る手法。

指標

設定根拠

現状維持

現状維持

現状維持

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 125,241 257,670 386,724



基本方針1　歳入確保の推進

（2）新たな歳入の確保

取組番号 6 主担当課 経済振興課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

寄附件数（累計） 1件 2件 10件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

市内事業所へ依頼

随時

朝来市出身者等へ依頼

随時

効果的な情報発信

随時

取組結果

・過去2年間に朝来
市へ発注実績があ
る、本社を市外に有
する企業に対して企
業版ふるさと納税を
依頼。

・令和５年度上半期
に朝来市へ発注実績
がある、本社を市外
に有する企業に対し
て企業版ふるさと納
税を依頼。

・民間事業者を活用
した営業活動を行っ
た結果寄附件数の増
加につながった。

9件 14件 21件

累計効果額

91,700

実績効果額の
考え方

課題

・過去に朝来市とや
り取りのない企業へ
のアプローチ方法。

・過去に朝来市とや
り取りのない企業へ
のアプローチ方法。

・過去に朝来市とや
り取りのない企業へ
のアプローチ方法。

課題への対応

・これまで市とやり
取りがなかった企業
へのアプローチ手法
について、他自治体
の例を参考に研究を
進める。

・これまで市とやり
取りがなかった企業
へのアプローチ手法
について、他自治体
の例を参考に研究を
進める。

・これまで市とやり
取りがなかった企業
へのアプローチ手法
について、他自治体
の例を参考に研究を
進める。

　R6進捗状況ヒアリング

・企業側のメリットとしては、地域貢献の他、行政のHPに名前が載ること

・実績効果額
　R5は多額の寄付をする企業がいたため効果額が大きいが、R6は広く寄付を集めることができた。

・アプローチ手法の研究の結果、寄付件数の増加につながっている。民間事業者を利用し、効果があった。

・各課でアプローチをかける必要がある。→各課の意識を高める取り組みが必要

各年度における寄附額

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 23,400 60,700 7,600

総合政策課

企業版ふるさと納税の推進

朝来市の創生事業に賛同する企業を対象とした企業版ふるさと納税を推進する。
本社が朝来市外にあり、市内に事業所を有する企業に依頼する。
朝来市出身者や東京あさご会等を通じて朝来市を応援しようとする企業に依頼する。
創生事業の推進に合わせて事業内容や成果、寄附企業情報を効果的に発信し、創生事業への賛同企業の増加
を図る。

指標

設定根拠

毎年度2件程度増加



基本方針1　歳入確保の推進

（2）新たな歳入の確保

取組番号 7 主担当課 総合政策課・財務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

財産処分検討委員会開催回数 2回 4回 3回

財産処分件数（累計） 7件 3件 15件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

委員会の開催

毎年度

有効活用の検討・実施

随時

取組結果

・財産処分検討委員
会を4回開催し、市
有財産の処分につい
て検討した。
・財産処分を5件行
い、新たに560千円
の貸付が発生し、
7,878千円の売払収
入を得た。

・財産処分検討委員
会を5回開催し、市
有財産の処分につい
て検討した。
・財産処分を2件行
い、2,808千円の売
払収入を得た。

・財産処分検討委員
会を7回開催し、市
有財産の処分につい
て検討した。
・財産処分を2件
（売払1、貸付1）行
い、8,200千円の売
払収入を得た。新た
な貸付はR7開始。

4回 5回 7回

5件 7件 9件

累計効果額

20,566

実績効果額の
考え方

課題

・未利用財産の実態
把握は随時行ってい
るが、リストの分
析・更新作業が必要
である。

・未利用財産の実態
把握は随時行ってい
るが、財産処分を円
滑に進める必要があ
る。

・未利用財産の実態
把握は随時行ってい
るが、現状把握と整
理に時間を要してい
る。また、財産処分
を円滑に進める必要
がある。

課題への対応

・リストの分析・更
新作業を適宜行い、
未利用財産の有効活
用を検討する。

・他市町事例の把握
など、財産処分を推
進する方策を研究す
る。

・他市町事例の把握
など、財産処分を推
進する方策（新たな
用途、情報発信等）
を継続して研究す
る。

　R6進捗状況ヒアリング

・財産処分を円滑に進めるには、財産処分に関するリストアップや調査が必要。

・公共施設の有効活用や広告収入の可能性
→ネーミングライツ、封筒等を活用した広告制度の検討や事業者選定が重要。
→行政と民間の連携や効果的な広告戦略の確立

関係課

公有財産の有効活用

公有財産については、官民連携も含めて有効活用を図る。
低・未利用財産の実態把握を行い、転用、売却及び貸付による有効活用を検討する。

実績指標

新たな財産売払収入額及び貸付収入額

実績効果額
（単位：千円） 8,438 8,7603,368

取組内容

指標

設定根拠

毎年度3回開催

毎年度3件処分



基本方針1　歳入確保の推進

（2）新たな歳入の確保

取組番号 8 主担当課 秘書広報課・財務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

有料広告企業数 ― 7社 10社

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

有料広告制度の実施

随時

新たな有料広告制度の検討

新たな有料広告の募集及び実施

取組結果

・企業への周知につ
いて関係課との連携
が必要と認識しつつ
も、実施には至って
いない。
・他市町の公共施設
等での活用事例を確
認した。

・有料広告募集チラ
シを作成しあさご元
気産業創生センター
を通じて、市内企業
への周知を行った。
・朝来市公式LINEで
有料広告募集のバ
ナー掲載を開始。

・有料広告募集チラ
シを作成し、あさご
元気産業創生セン
ターを通じて、市内
企業への周知を行っ
た。
・朝来市公式LINEで
有料広告募集のバ
ナー掲載を継続実
施。

12社 15社 11社

累計効果額

3,080

実績効果額の
考え方

課題

・広告掲載企業の固
定化。
・他市町の事例を確
認したが、公共施設
等で活用できる仕組
みづくりの検討には
至っていない。

・広告掲載企業の固
定化。
・多くの市民の目に
触れるものであり、
掲載基準の設定・意
匠審査等を慎重に行
う必要がある。

・広告掲載企業の固
定化及び広告出稿社
数の減少。

課題への対応

・あさご元気産業創
生センターに対して
企業への周知を依頼
する。
・引き続き他市町の
事例を調査・研究
し、公共施設等で活
用できる仕組みづく
りを検討する。

・引き続き、あさご
元気産業創生セン
ターへの有料広告募
集依頼及び朝来市公
式LINEへの有料広告
募集掲載を行う。
・引き続き他市町の
事例を調査・研究
し、公共施設等で活
用できる仕組みづく
りを検討する。

・就活サポートブック
に掲載していただいて
いる企業に対して、有
料広告募集の案内送付
及び朝来市公式LINEへ
の有料広告募集掲載を
行う。
・引き続き他市町の事
例を調査・研究し、公
共施設等で活用できる
仕組みづくりを検討す
る。

　R6進捗状況ヒアリング

・広告の重要性
→市に対する協力的な姿勢を示している企業が多い。市民や利用者に直接情報を提供することができる強みを生かし、市や
市内企業の行動や姿勢を周知する。

・課題（広告企業数の減少）
→企業がコスト削減を行う際に、広告宣伝費は削減されやすい。広報やホームページの広告が他の方法に比較して効果的で
ないと感じる企業もある。掲載企業の固定化を図る必要がある。
・朝来市役所の窓口の発券機では、特定の企業の広告を流すことで、システム利用料を賄っている。
→載せてほしい企業が現れたら、そこにアプローチしていくのも手。
・公共施設内での広告や封筒、ネーミングライツ等も検討していく。

・今後主担当が増える可能性がある。各課が主体となって、歳入確保の視点で動くことが大事。

・動画やデジタルメディアを活用した発信の必要性
→視覚的に情報を訴え、より広範な層にアプローチできる可能性が高まる。

経済振興課・関係課

有料広告制度の充実

市ホームページや広報誌にて取り組んでいる有料広告制度をさらに充実するとともに、市が作成する封筒や
公共施設等でも活用できる仕組みづくりを検討し、実施に向けた取組を進める。

指標

設定根拠

毎年度1社程度増加

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 1,130 8101,140

各年度における決算額



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 9 主担当課 総合政策課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

― ― ― ―

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

市民意識調査実施・指標達成状況確認

毎年度

実施計画策定 実施計画策定 実施計画策定 実施計画策定 実施計画策定

行政マネジメントシステムの改善

随時

後期基本計画の策定効果検証をふまえた計画の改訂

後期基本計画の進行管理

取組結果

・市民意識調査を実施
し、指標の初期値を確
定した。
・行政評価結果を予算
編成や実施計画に反映
し、総合計画を基軸と
した行政マネジメント
を推進した。

・指標の状況を整理
し、公開した。
・行政評価及び部運営
方針ヒアリングの実施
に加え公共施設予防保
全計画等を反映した予
算編成や実施計画を策
定した。

・指標の状況を整理
し、公開した。
・行政評価及び部運営
方針ヒアリングの実施
に加え公共施設マネジ
メントを踏まえた予算
編成や実施計画を策定
した。
中間期における検証と
市民対話を踏まえ、改
訂に繋げた。

― ― ―

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・年度当初に行政マネ
ジメント体系図を部長
会議をとおして職員と
共有を図っているが、
行政評価、予算編成、
実施計画等の連動性の
理解までつながってい
ない。

・総合計画を基軸とし
た、行政評価、予算編
成、実施計画等の連動
性について、職員理解
が浅いところがあり、
予算編成や実施計画等
に繋がっていないケー
スがある。

・総合計画を基軸とし
た、行政評価、予算編
成、実施計画等の連動
性について、以前から
職員理解が浅い状況が
続いており、予算編成
や実施計画等に繋がっ
ていないケースが見受
けられる。

課題への対応

・職員研修等で行政評
価と予算編成の連動性
の理解を深め、行政評
価結果を予算編成につ
なげることで、全庁的
な総合計画の進行管理
を行う。

・行政評価結果をはじ
め各種計画の評価結
果・推進状況による改
善等を予算編成及び実
施計画策定に漏れなく
つなげられるよう、課
題集約や施策担当課と
の共有を行う。

・総合計画改訂に向け
た施策担当課の主体的
なかかわりや、改定後
の職員研修等の機会を
通じて、総合計画と予
算等の連動性に対する
職員理解の深化を図
る。

　R6進捗状況ヒアリング

・第３次総合計画前期基本計画の名称を変更

行財政改革の効果額としては算出しない

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円）

― ― ―

第3次総合計画の進行管理

市民意識調査により各施策等に対する市民意識を把握するとともに、総合計画で掲げる指標の達成状況を確
認しながら対策等を検討する。
行政評価結果等を反映し予算編成と連動した実施計画を策定する。
効果的かつ効率的な行財政運営を行うための体系的な仕組みとなる行政マネジメントシステムについては、
随時改善する。
第3次総合計画前期基本計画の中間年において効果検証を行った上で、必要な改訂後期基本計画を策定する
を行う。

指標

設定根拠



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 10 主担当課 総合政策課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

事務事業改善率 37.5% 10.4% 35.0%

施策配分率 58.3% 45.7% 50.0%

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

事務事業評価実施

毎年度

外部評価実施 外部評価実施

施策評価実施

毎年度

行政評価の手法検討・改善

随時

行政マネジメント事務事業シート様式の改善

随時

取組結果

・一般財源50％以上
のソフト事業（創生
事業除く）の1次評
価と2次評価を実施
した。
・評価項目に「改
善」を追加した。
・市民意識調査結果
に基づき、施策評価
を実施した。

・創生事業であって
も、一般財源が50％
以上のソフト事業は
評価対象とした。
・施策評価及び事務
事業評価を実施し、
事務事業評価は外部
評価を実施した。

・一般財源50％以上
のソフト事業につい
て、1次評価と2次評
価を実施した。
・市民意識調査結果
に基づき、施策評価
を実施した。
・職員を対象とした
行政評価研修を２
回、EBPM研修を１回
開催した。

39.5% 42.9% 39.2%

34.3% 71.4% 77.1%

累計効果額

81,565

実績効果額の
考え方

課題

・創生事業は創生本
部会議等で評価等を
行っているため事務
事業評価の対象外と
しているが、限られ
た財源の中で最大の
効果を出すために事
務事業ごとの丁寧な
評価が必要。

・行政評価を実施
し、指標の設定、指
標の状況に応じた改
善及び予算編成への
連動などロジックモ
デルを用いているも
のの、その連動性の
理解までつながって
いない。

・予算編成と連動し
た行政評価を実施す
ることにより、計画
的で健全な行財政運
営の堅持を可能とし
ているが、取組内容
と成果の連動がわか
りにくい等、システ
ムの改善を促す必要
がある。

課題への対応

・令和5年度から、
創生事業であって
も、一般財源が50％
以上のソフト事業は
評価対象とする。

・職員研修でロジッ
クモデルについて理
解を深めるととも
に、EBPM研修などを
行うことで、全庁的
に実効性のある行政
マネジメントとなる
ようにする。

・行政評価におい
て、事務事業の有効
性や効率性等を適切
に検証するため、ロ
ジックモデルに対す
る全庁的な職員理解
の推進に加え、行政
評価システム自体の
さらなる改善に取り
組む。

　R6進捗状況ヒアリング

・従来の行政評価システム（評価書の様式や研修等含む）を見直し、事務事業の有効性や効率を適切に検証しながらも、職
員の業務負担とならない仕組みを検討する必要がある。

事務事業評価において縮小・廃止等した事務事業の評価前予算額と評価後予算額の比較
(※特殊要因(コロナウイルス感染症対応等)による単年度事業は除く)

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 0 4,509 77,056

関係課

行政評価の実施

事務事業の有効性や効率性等を検証し点検・見直しを行う事務事業評価を実施するとともに、必要に応じて
外部視点による検証を行うため、外部評価を実施する。
施策に対する市民満足度・重要度と指標達成度等に基づく施策評価を実施する。
評価方法の見直しや事務事業評価と施策評価の連関性を強化するなど、より効果的かつ効率的な行政評価の
手法を検討し改善する。
行政マネジメント事務事業シート様式は随時改善する。

指標

設定根拠

事務事業の約1/3を改善

施策の半数を拡充又は縮小に配分



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 11 主担当課 総合政策課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

評価件数（累計） ― 116件 372件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

新設補助金等評価

随時

評価結果に基づく対応 評価結果に基づく対応

既存補助金等評価（団体）

評価結果に基づく対応

取組結果

・新設補助金等評価
14件及び既存補助金
等評価(個人・団体
ソフト)88件を実施
し、評価結果を市
ホームページにて公
表した。(R3新設補
助金等評価14件を含
む)

・新設補助金等評価
23件及び既存補助金
等評価(個人・団体
ソフト)16件を実施
し、評価結果を市
ホームページにて公
表した。

・新設補助金等評価
15件及び既存補助金
等評価（団体運営
費)24件を実施し、
評価結果を市ホーム
ページにて公表し
た。

232件 271件 310件

累計効果額

5,814

実績効果額の
考え方

課題

・既設補助金等評価
に基づき改正・廃止
と評価された補助制
度については、進捗
管理を行う必要があ
る。

・既設補助金等評価
で改正･廃止の場
合、評価後の進捗管
理が必要。
・要綱等例規審査前
に評価を行ってお
り、審査過程で修正
があり、評価と異な
る可能性がある。

・社会のニーズに合
わせて補助事業を定
期的に検証するた
め、「補助金等適正
化に関するガイドラ
イン」に基づいてい
ない補助金について
は精査が必要であ
る。

課題への対応

・評価結果の進捗確
認を行う等、「補助
金等適正化に関する
ガイドライン」に基
づき、適正な制度運
用を図る。

・評価結果に基づ
き、進捗管理を行
う。
・ガイドラインに基
づき、例規審査前に
評価を行うととも
に、公布後も評価内
容の最終確認を行
う。

・評価結果に基づい
た進捗管理を継続す
る。
・「補助金等適正化
に関するガイドライ
ン」に基づいた適正
な運用を徹底する。

　R6進捗状況ヒアリング

・既存の補助金については、必ずしも「補助金等適正化に関するガイドライン」に基づいているとは限らないため、補助金
の適正化にかかる評価の際に適切に精査する必要がある。

既存補助金等の評価前予算額と評価後予算額の比較

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 1,896 1,959 1,959

既存補助金等評価（個人・ソフト）既存補助金等評価（個人・ソフト）

関係課

補助金等の適正化

補助金等適正化に関するガイドラインに基づき、補助金等の公益性・妥当性・有効性等を検証し適正化を図
るため、補助金等評価を実施する。
新設補助金等については随時、既存補助金等についてはガイドラインに定める評価時期に評価を実施する。

指標

設定根拠

令和元,2年度実績から算出



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 12 主担当課 総合政策課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

業務改革数（累計） ― ― 15件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

業務プロセス分析・課題把握 業務プロセス分析・課題把握

解決策検討・実施

業務プロセス分析・課題把握

解決策検討・実施

取組結果

・部運営方針の様式
に業務改革（BPR）
の欄を設け、各部課
ごとに取組の意識付
けを行った。
・支所休日当番の在
り方の検討を行っ
た。

・支所休日当番を令
和6年3月末で廃止す
るよう調整した。
・公共施設の包括管
理委託等について養
父市と連携し検討を
行った。（結果、規
模的に難しいと判
断）

・開庁時間短縮の次
年度導入に向けて調
整した。
・滞納状況等照会業
務に関する統一の様
式を作成し、全庁的
な効率化を図った。
・業務改善に関する
意見の全庁的な共有
を図り、職員間の意
識付けを行った。

0件 1件 3件

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・ICT活用による業
務改革（BPR）は少
しずつ行われている
ものの、ゼロベース
から業務プロセスの
見直しには至ってい
ない。

・ICT活用による業
務改革や、業務改善
は行われているが、
業務プロセスから見
直しを行う業務改革
（BPR）には至って
いない。

・職員間の意識レベ
ルが異なる場合や、
業務改革(BPR)に関
する取り組み自体が
職員の業務負担とな
る場合がある。

課題への対応

・業務プロセスの課
題を整理したうえ
で、ゼロベースから
業務の進め方等の改
善につなげることが
必要。業務改善委員
会も活用しながら業
務プロセスの課題の
整理を行う。

・各部課の業務プロ
セスについて目を向
けて抜本的な改革が
行われるよう業務改
善委員会の進め方等
の方法を検討する。

・行政サービスの向
上や業務の効率化を
図る全庁的な取り組
みとして、今後も業
務改革(BPR)が推進
されるよう、業務改
善委員会の在り方等
を見直す。

　R6進捗状況ヒアリング

・過年度の委員会等の状況を踏まえ、業務改善に関する取り組み自体が職員の負担にならない仕組みづくりを進める（意識
改革、業務改善委員会の在り方等の見直し）

業務改革した取組の取組前予算額と取組後予算額の比較

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 0 0 0

関係課

BPR（業務改革）の推進

業務プロセスを詳細に分析して業務上の課題等を把握し、ゼロベースで全体的な解決策（業務委託等）を検
討することで、行政サービスの向上や業務の効率化を図る。
検討に当たっては、官民連携や県・市町との広域連携を図りながら取り組む。

指標

設定根拠

約5件/2年×2回増加



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 13 主担当課 総合政策課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

行事等見直し数 ― ― 8件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

見直し検討・市民等協議

検討・協議結果に基づく対応

取組結果

・令和4年度は行事
の見直し方法の検
討・行事等の把握を
行えていない。

・各課所管の行事や
イベント等の洗い出
しを行った。

・各課所管の行事や
イベント等の洗い出
しを行ったうえで、
市が主催する事業の
うち18事業について
見直しを行った。

0件 0件 6件

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・新型コロナウィル
ス感染症のまん延防
止により、多くの行
事等の開催が中止さ
れており、Withコロ
ナにおける行事展開
が不明確である。

・新型コロナウィル
ス感染症が5類に移
行され、多くの行事
等がコロナ前に戻り
つつあるが、過渡期
であり、見直し対象
とする行事等に漏れ
が生じている可能性
がある。

・既存事業の見直し
で存続以外の評価と
なった事業について
は、評価後の進捗管
理が必要である。
・市からの委託や移
管となった事業にお
いて指導者等の引継
ぎが課題となる。

課題への対応

・令和5年度から
Withコロナにより行
事等が再開された
り、また見直しによ
り廃止されたのが明
確になりつつあるた
め、行事の把握を行
い、見直し方法を検
討する。

・令和6年度の取組
予定も勘案し、行事
やイベント等の洗い
出しを再度行い、見
直し検討に向けた課
題の整理を行う。

・見直しの結果に基
づき進捗管理を行う
必要がある。
・市からの委託や移
管となった場合に、
今まで培ってきたも
のが適切に引き継が
れるよう取り次ぐ。

　R6進捗状況ヒアリング

・18事業の見直しの内訳は存続12、移管５、廃止１。

・移管とは地域自治協議会やスポーツ団体等への移管。

・移管までの調整は担当課で行う。

見直した行事等にかかる見直し前の予算額と見直し後の予算額の比較

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 0 0 0

見直し方法の検討・行事等の把握

関係課

既存事業の見直し

社会経済情勢や市民意識の変化に対応し、市が主催する行事やイベント等の公益性や必要性等を検証しなが
ら、その在り方を検討する。

指標

設定根拠

R1市長出席行事数84件の1割



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 14 主担当課 総合政策課・財務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

公共施設の延べ床面積 240,258㎡ 231,195㎡ 217,395㎡

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

公共施設マネジメントシステムの推進

毎年度

公共施設予防保全計画の策定

計画に基づく対応

指定管理者制度導入に向けた点検及び検討の実施

随時

取組結果

・公共施設マネジメ
ントシステムを推進
した。
・長寿命化方針が決
まった41施設の予防
保全計画を策定し
た。
・指定管理者制度未
導入施設を点検し
た。

・導入には至らなかっ
たが、市町連携による
公共施設の包括管理を
研究した。
・公共施設マネジメン
トを推進した。
・予防保全計画に基づ
き、長寿命化に向けた
修繕の計画を総合計画
実施計画に反映するよ
う、所管課に働きかけ
た。

・導入には至らたな
かったが、他自治体の
包括管理業者からヒア
リングし、公共施設の
包括管理を研究した。

230,672㎡ 230,310㎡ 227,444㎡

累計効果額

906,964

実績効果額の
考え方

課題

・施設担当課によっ
て取組状況に差が生
じている。
・今後、新たに長寿
命化方針の出た施設
の追加対応。
・新たに指定管理者
制度未導入施設を把
握した際の対応。

・公共施設再配置計画にて方
向性が未決定の施設について
は令和4年度末まで方向性を決
定しないといけないが、令和5
年度末現在で80施設が未決定
である。
・新たに指定管理者制度未導
入施設を把握した際の対応。
・包括管理を導入する場合、
規模によっては所管課や市町
をまたいだ調整が必要。

・新たに指定管理者
制度未導入施設を把
握した際の対応。
・包括管理を導入す
る場合、所管課をま
たいだ導入施設の調
整が必要。

課題への対応

・進捗状況の確認を
前期、後期と２回実
施。
・今後、業者委託の
手法等を検討。
・今後も指定管理者
制度未導入施設の点
検を行い、制度導入
を施設担当課に検討
を促す。

・進捗状況の確認をしなが
ら、方向性が未決定の施設に
ついては、令和6年度中にある
一定の方向性が示せるように
進める。
・今後も指定管理者制度未導
入施設の点検を行い、制度導
入を施設担当課に検討を促
す。
・指定管理、包括管理のみで
はなく、施設利用効率化及び
経費削減を目的にその他手法
の研究も行う。

・指定管理、包括管
理のみではなく、施
設利用効率化及び経
費削減を目的にその
他手法の研究も行
う。

　R6進捗状況ヒアリング

・公共施設再配置計画の策定に伴い、各施設の利用状況を細かく把握する必要がある。

・公共施設のマネジメント推進検討委員会の設置

譲渡・除却等を行った施設の今後必要とされる更新費用等から譲渡・除却等に掛かった経費を控除した額

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 29,985 70,027 806,952

関係課

公共施設再配置の推進

令和2年度に策定した公共施設再配置計画に基づき、市民理解を得ながら公共施設再配置の推進を図る。
公共施設マネジメントシステムを活用し施設情報を一元管理することで、施設ごとの利用状況分析や経費削減の検討を
行う。
公共施設予防保全計画を策定し、同計画に基づく修繕対応及び施設管理課による不具合箇所の早期発見・早期修繕対応
を推進することにより、維持管理経費の抑制を図る。
指定管理者制度未導入施設の点検及び制度導入に向けた検討を行う。

指標

設定根拠

公共施設再配置計画



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 15 主担当課 市民協働課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

協働事業数（累計） 15事業 18事業 24事業

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

地域協働の在り方検討懇話会（仮称）

検討結果に基づく対応

新たな協働事業の検討・実施

随時

取組結果

・地域協働の在り方
検討支援に向けた取
組は令和5年度から
とし、令和4年度に
ついては次年度以降
に向けた課題抽出や
整理を行った。

・「地域コミュニ
ティの在り方懇話
会」を令和6年度に
開催するため、「小
規模集落ヒアリン
グ」「地域自治協議
会ヒアリング」を実
施し、地域の状況把
握に係る取組を進め
た。

・「地域コミュニ
ティの在り方懇話
会」を開催し、地域
協働の在り方等につ
いて意見をいただい
た。また、市内11か
所でまちづくり
フォーラムを開催し
た。

19事業 19事業 19事業

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・各地域自治協議会
の役割や意義につい
て再確認・整理が必
要である。

・各地域自治協議会
の役割や意義につい
て引き続き確認・整
理が必要である。
・市民と行政を繋ぐ
中間支援機能を強化
する必要がある。

・地域自治協議会の
役割や意義について
確認・整理が必要で
ある。
・地域自治協議会へ
の多様な主体の参加
と中間支援機能の強
化が必要である。

課題への対応

・令和5年度から2箇
年をかけて取組む
「地域協働の在り方
検討」の中で課題を
整理していく。

・令和6年度に開催
する「地域コミュニ
ティの在り方懇話
会」での意見をとり
まとめ、新たな「地
域協働の指針」を定
める。

・「地域コミュニ
ティの在り方懇話
会」での意見をとり
まとめ、新たな「地
域協働の指針」を定
める。
・令和7年度に中間
支援機能の強化のた
め、スーパーバイ
ザーによる支援を実
施する。

　R6進捗状況ヒアリング

・実施計画における地域協働の考え方を整理
→地域自治協議会の活動が全部協働ではないが、（市が）自治協に何かをお願いする場合は全て協働。
※民間事業者の活動、指定管理等含む

・分権型社会システム
→基本的には自治協議会を中心とした地域コミュニティの活動全般から成り立つ

・地域協働の指針の重要性と目的
→市の政策に対して市民を巻き込む視点と、指針に基づいた取り組み方の構築が必要
→支援体制構築を通じて、地域協働の成果を最大化する

・実績指標：地域自治包括交付金でお願いしてる事業＋各自治協が自主事業として持っているもの（19事業）

・スーパーバイザー（要綱上も記載）
→地域課題に取り組む継続的な中間支援機能（支所や地域支援職員等を指す）の強化。
→事務局が課題独自事業を展開するためのノウハウや人材育成を手助け（アドバイザー）

協働化した事業にかかる協働化前の予算額と協働化後の予算額の比較

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 0 00

関係課

分権型社会システムの推進

地域協働の基盤である地域自治協議会が設立から10年以上経過したことを踏まえ、地域自治協議会の役割や
意義の再確認、現状と課題及び支援の在り方等を整理し、行政区・市民団体等との連携も含めた地域協働の
在り方について検討する。

指標

設定根拠

毎年度1事業程度


